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頁102款 01項 01目 011000000事業 介護サ－ビス給付事業

国庫支出金 03010101201 225,982236,400介護給付費負担金
前年度当初

1,332,000合　計

1,332,000 1,332,000

01

本年度当初

1,332,000

本年度査定本年度要求本年度査定本年度要求

02 保険給付費 01 介護サ－ビス等諸費 01 介護サ－ビス給付費 長寿福祉課0101014200-0000

0110 介護サ－ビス給付事業

平23. 4. 1～平24. 3.31 継続 経常

本年度当初 前年度当初 比較 前年度現計 前々年度決算

1,332,000
338,964
196,500

399,600
396,936

1,278,412

386,379

189,501
324,419

378,113

53,588

13,221

6,999
14,545

18,823

1,278,412

386,379

189,501
324,419

378,113

1,224,645

１．事業の概要と必要性

(簡略番号：018902)

補助金等の名称

国庫支出金 03020101401 調整交付金 102,564 98,437
都道府県支出金 05010101401 介護給付費負担金 196,500 189,501
繰入金 07020101001 第１号被保険者保険料軽減分繰 2,856
その他 04010101401 介護給付費交付金 399,600 383,523

　継続事業
　【事業概要】介護認定によって介護が必要とされた要介護者には、程度と要望に応じた
　サービスが実施され、その費用は自己負担１割、９割は介護保険から給付される。
　給付費は増加傾向にあり、前年より5%増額を見込んでいる。
　【事業の必要性】安定した介護保険事業を運営するために介護保険給付分として保険者の
　費用負担が必要である。

２．根拠法令
　介護保険法第４章第３節

３．用地の状況

４．基本計画との関連
　【第1次総合計画】共に支え合い笑顔いっぱいのまちづくり(地域福祉の推進)

５．本年度の計画効果
　【今年度の事業内容】平成２３年４月国保連審査分から平成２４年３月国保連審査分まで
　の要介護１から５までの方が利用されたサービスについて介護給付費を支払うものである
　。
　【全体事業とその効果】介護給付費は要支援１から要支援２の介護予防給付と、要介護１
　から要介護５までの介護給付に分けられている。ここで支出するのは要介護１から要介護
　５の方が受けられた介護サービスに対するものである。
　財政的に負担をすることで、安定した介護保険制度の維持ができます。

６．財源の説明
　国庫　　介護給付費負担金（732,000千円×0.2＋600,000千円×0.15＝236,400千円）
　国庫　　調整交付金（1,332,000千円×0.077＝102,564千円）
　県　　　介護給付費負担金（732,000千円×0.125＋600,000千円×0.175＝196,500千円）
　その他　介護給付費交付金（1,332,000千円×0.3＝399,600千円）
　一般　　396,936千円
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【事業概要】 【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

【補助金】

【実施計画】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

役務費12
需用費11

09 旅費
10 交際費

08 報償費
賃金07

工事請負費15
使用料及び賃借料14

13 委託料
予備費

28 繰出金

22 補償、補填及び賠償金
償還金､利子及び割引料23

積立金25
投資及び出資金24

26 寄附金
27 公課費

貸付金21
扶助費20

18 備品購入費
19 負担金､補助及び交付金

17 公有財産購入費
原材料費16
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